
平成２４年度６月補正予算の概要について
－ 東日本大震災関連 －

平成２４年６月４日

平成２４年度６月補正予算の概要を発表いたします。
今回の補正予算は、本県の未来を担う子どもたちを始めとする県民の

健康を守るための事業、農林水産業やインフラの復興再生に向けた事業
など、緊急に対応すべき経費を計上いたしました。

その主な内容といたしましては、
・ 県民の健康を守るための事業として、

子どもの医療費無料化を実施するための経費、
給食の検査体制を強化するため、既に計上している小・中学校分に

加え、保育所や幼稚園などに検査機器を配備するための経費、
屋内遊び場を更に確保するための経費、
子どものストレスや運動不足の解消を目的に、学校へ医師・スポー

ツトレーナー等を派遣するための経費、
将来にわたる県民の健康維持・増進を図るため、健康への理解促進、

相談機能の向上や、最先端の画像診断装置の整備に要する経費、
復興基金を活用した浜通り地域医療復興のための経費

などを計上いたしました。

・ また、農林水産業やインフラの復興再生に向けた事業として、
米の作付制限解除に向けた放射性物質の低減対策に要する経費、
警戒区域の一部見直しに伴い実施可能となった災害復旧事業費

などを計上いたしました。

その他、応急仮設住宅の追加工事など災害救助に要する経費について
も併せて計上いたしました。

以上により、一般会計における６月補正予算の総額は、７８７億３千
６百万円、本年度予算の累計は、１兆６，８５４億５千８百万円となり
ます。

福島県財政課
電話 ０２４－５２１－７０８９



資 料

平成２４年度６月補正予算主要事業一覧
(単位千円)

＜一般会計＞

１ 子どもの医療費助成事業（保健福祉部） １，２９９，０９４

県内で安心して子どもを生み育てやすい環境づくりを進めるため、１８歳以下の県

民の医療費無料化を図る。

２ 私立学校設備整備事業等補助金（総務部） ３８，９９９

給食の検査体制を強化するため、私立幼稚園に放射能簡易分析装置を配備する。

３ 児童福祉施設等給食体制整備事業（保健福祉部） １，６１２，２８９

給食の検査体制を強化するため、保育所等に放射能簡易分析装置を配備する。

４ 屋内遊び場確保事業（保健福祉部） ２２０，０００

子どもたちが安心して遊べる施設を提供するため、屋内遊び場の確保に対して更な

る支援を行う。

５ 放射線から子どもの健康を守る対策支援事業（教育庁）１９６，００４

学校へ医師・スポーツトレーナー等を派遣し、子どものストレスや運動不足の解消

を図る。

６ 県民健康管理事業（保健福祉部） １２３，１９７

放射線の健康への影響等について県民の理解を深め、健康への不安の低減を図り、

今後の生活に活かしていけるよう、講習会やワークショップ等を実施する。

７ 県民健康管理拠点整備事業（保健福祉部） ２，６９２，４７０

将来にわたる県民の健康維持・増進に資するため、早期診断に必要な最先端の画像

診断装置等の整備に要する経費を県立医科大学に対して補助する。

８ 地域医療復興事業（保健福祉部） ２，２２５，７９６

浜通りの地域医療復興のため、計画に基づき、医療提供体制の整備を図る医療機関

の取組を支援する。



９ ＧＡＰ導入支援普及活動推進事業（農林水産部） ８３，０００

米の作付制限解除に向け、作付制限区域及び作付自粛区域内に放射性物質の低減対

策を行う試験ほ場を設置する。

10 海岸災害復旧事業（農林水産部） ３，１４１，５００

警戒区域の一部見直しに伴い実施可能となった海岸堤防等の災害復旧を行う。

11 耕地災害復旧事業（農林水産部） ２，６３９，０００

警戒区域の一部見直しに伴い実施可能となった農業用施設等の災害復旧を行う。

12 社会福祉施設災害復旧事業（保健福祉部） ２，５３６，８９７

被災した特別養護老人ホーム等が早期に平常どおりの処遇を行えるよう、施設の復

旧等に係る経費を補助する。

13 常磐線復旧用地取得事務受託事業費（生活環境部） ９，９１３

ＪＲ常磐線復旧に必要となる鉄道事業用地取得のあっせん業務に係る経費を計上す

る。

14 災害救助法による救助（生活環境部・土木部） ３７，７５３，４９８

応急仮設住宅の建設、追加工事（風呂の追い焚き機能追加等）や旧緊急時避難準備

区域における住宅応急修理などに係る経費を計上する。

15 被災ミュージアム再興事業（教育庁） １１７，７９６

警戒区域及び被災した浜通り地方の資料館にある保管状況の悪い文化財を県文化セ

ンター白河館に移動し、展示公開する。

16 ふるさとふくしま帰還支援事業（生活環境部） ８５６，７５０

帰還までの間、ふるさととの絆や帰還に向けた意識を維持するため、情報提供のた

めのウェブカメラ設置等に要する経費を市町村に対して補助する。



17 公共事業・県単公共事業・維持補修費（再掲） １１，１５１，５７０

（単位千円）

農林水産部 土 木 部 計

普通建設事業 補正額 977,449 0 977,449

累計額 6,142,505 3,818,963 9,961,468

災害復旧事業 補正額 7,150,880 528,700 7,679,580

累計額 32,239,360 45,125,032 77,364,392

国直轄事業負担金 補正額 0 0 0

累計額 5,544,986 20,554,974 26,099,960

公共事業計 補正額 8,128,329 528,700 8,657,029

累計額 43,926,851 69,498,969 113,425,820

県単公共事業 補正額 91,600 2,402,941 2,494,541

累計額 8,151,796 116,045,792 124,197,588

合 計 補正額 8,219,929 2,931,641 11,151,570

累計額 52,078,647 185,544,761 237,623,408

維持補修費 補正額 － 0 0

累計額 － 11,374,330 11,374,330

総 計 補正額 8,219,929 2,931,641 11,151,570

累計額 52,078,647 196,919,091 248,997,738

《参考》

■ 保育所、幼稚園、小・中学校等の給食検査機器整備状況

検査機器 検査実施体制

必要箇所数 対 応 済 県による機器整備 担当部局

整 備 中 今回設置

保育所 384 103 0 281

児童養護施設 公立・私立 19 5 0 14 保健福祉部

障がい児施設 24 11 0 13

幼稚園 公立 96 96 0 0 教育庁

私立 42 33 0 9 総務部

小・中学校 公立 333 107 226 0 教育庁

※特別支援含む 私立 0 0 0 0 総務部

合 計 898 355 226 317

※ 公立小・中学校については、複数校への配食もあり、給食センター等へ333台整備

することにより、735校全ての検査体制が確立される。



～ 東日本大震災に伴うこれまでの補正予算 ～

■ 平成２２年度

一般会計補正予算【第５号】（平成23年３月22日専決）

［総 額］ ２３６億６，１００万円

■ 平成２３年度

一般会計補正予算【第１号】（平成23年４月15日専決）

～

【第12号】（平成24年３月30日専決）

［総 額］ １兆４，７１４億４，０００万円

■ 平成２４年度

一般会計補正予算【第１号】（平成24年５月18日専決）

［総 額］ ３０３億７，１００万円



平成２４年度６月補正予算の概要

（単位 百万円）

１ 予 算 規 模

補 正 額 ７８，７３６

本 年 度 予 算 現 計 額 １，６０６，７２３

本 年 度 予 算 累 計 額 １，６８５，４５８

前 年 度 同 期 予 算 額 １，２６４，０６４
（H23年度6月補正後）

前 年 度 同 期 比 １．３３倍

前 年 度 同 期 比 増 減 額 ４２１，３９４

２ 補正額の財源内訳

地 方 交 付 税 ５，７３１

国 庫 支 出 金 ４５，６３４

寄 附 金 ３，７０３

繰 入 金 ２０，５７８

県 債 ２，７９９

そ の 他 ２９２

（注）表示単位未満の端数については、記載区分毎に四捨五入している。


